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大阪産業経済リサーチセンター 

 大阪府では大正１４年に産業能率研究所を設立し、企業の経営診断を行っていた。また、

戦後復興のための組織を前身にして、昭和２５年、大阪府立商工経済研究所もつくられ、

地域経済や中小企業の調査を行っていた。それらが、昭和６２年に合併して大阪産業開発

研究所ができた。しかし、平成２２年に再編され、今では大阪府商工労働総務課の中で、

通称、大阪産業経済リサーチセンターとして、大阪の産業や中小企業の調査を行っている。 

 業務の柱は、企業訪問やアンケートによる景気動向の把握や、企業の経営革新のための

支援、政策立案を支援するための産業調査などである。研究員は１６人である。 

 

中小企業の圧倒的な存在感 

日本の企業数は３８２万社ぐらいあるが、そのうちの３８１万社、９９.７％が中小企

業である。従業者数は、４,８００万人の中で、３,３００万人が中小企業で働いており、

７割ぐらいが中小企業で働いていることになる。このため、中小企業という視点で捉えて

いくことが重要である。 

中小企業には、いろんな社会的、経済的な意義がある。 

 

中小企業・小規模企業の意義 

社会的な意義の１つめは、就業機会の提供がある。失業者は、就職が困難な時期には

個人企業として自分で仕事を始めることができ、中小企業は自己雇用の場になる。また、

６５歳以上の高齢者はほとんどが中小企業で働いている。もう１つは、地域社会への貢献

である。地元に密着した中小企業の経営者などが、地元のお祭りへの参加、地域活動への

参加、また工場見学を受け入れたりするなどの形で貢献をすることができる。 
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 中小企業は経済的な意義がある。戦後の中小企業政策は、消費者保護の観点から、独占

企業の拮抗力として位置づけられた。もう一つは、国際競争力の向上への寄与という意義

がある。高度成長期に入ってくると、中小企業は大企業への対抗する勢力というよりも、

大企業を補完する勢力として位置づけられた。石油危機や円高になってくると、下請企業

としてだけではなく、経済の活性化における独自の役割が注目されるようになった。森の

新陳代謝を進める若い苗木のように、若い企業が経済を活性化させるイノベーションの担

い手として重要視されるようになった。 

 

規模別格差についての理論 

 中小企業は、いろんな問題を抱えている。その一つが生産性とか収益性の格差である。 

１人当たりの売上高が大企業の平均は８,０００万円、中小企業の平均が４,５００万円ぐ

らいで、売上高利益率では、大企業の平均は４.３％で、中小企業は３.５％である。 

中小企業の生産性の低さ、格差の問題は需要か供給か、価格か数量かで整理できると

考え、次のように分けてみた。 

 まずは、生産要素論で、供給、数量面に着目する考え方。中小企業は大企業と比べて、

資本の量が少ないので、あんまり設備投資もできない。だから１人当たりの生産性も低い。 

次は、需要と価格面を注目した見方。大企業による購入寡占の状態で、中小企業がそ

うした大企業にしか売れない場合、受注価格が低く抑えられ、大企業に中小企業が収奪さ

れるという問題である。 

もう一つは、利潤率階層化論で、供給と価格面に注目。多額の資本が必要な産業と、

少額で参入できる産業とでは、参入障壁が異なるため、もともと競争関係はなく、競争が

階層化している。誰でも参入できるようなところは競争が激しく儲からない。参入者が少

ないと独占市場に近くなるから、そこで利益率の差が出てくる。 

 最後に、需要と数量面で見たのが受注環境論。近年、中小企業の中でもグローバル化、

情報化対応できない企業は受注が取れないという問題があり、格差ができている。 

 いずれにしても、格差の根源には何があるかというと、資本の量である。資本の働きを

どのように捉えるかによって、異なる見解が生じる。受注販売価格が安く抑えられている

かといった公正の観点から問題にするか、生産力の観点から問題にするかといった違いが

ある。 
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二重構造論 

 戦後、中小企業庁ができて、本格的に中小企業政策が始まった。その背景には弱者とし

ての中小企業という中小企業観があった。経済白書では「わが国経済は、大企業を頂点と

する近代的部門と農業、小企業との前近代的な部門に分かれ、いわば一国のうちに、先進

国と後進国の二重構造が存在するのに等しい」という二重構造論が提起された。 

生産性格差がなぜ生じるか。始まりは資本で、融資集中機構ということで資本は大企

業に集まってくる。技術力に差が生じ、設備投資もできない。設備が少ないので物的生産

性が低い。さらに、生産物市場の不完全性により、安く買いたたかれるという問題がある。

つくっている量は少なく、安く買い叩かれるので、１人当たり付加価値の生産性が低くな

る。そうなってくると、従業員に払える賃金も少ない。こういうことになると、人もなか

なか集められない、こんなふうに認識する人が多かった。 

 

旧中小企業基本法 

 そういった背景の下で、旧中小企業基本法が１９６３年にできた。 

 中小企業は、生産の拡大、流通の円滑化、海外市場の開拓、雇用機会の提供など、いろ

いろな面で国民生活に役立っている。それなのに、大企業との間では生産性、企業所得、

労働賃金の著しい格差がある。それが中小企業の経営の安定と、従業者の生活水準の向上

にとって大きな制約になっている。旧中小企業基本法では中小企業の経済的、社会的制約

による不利を是正すること、創意工夫を尊重し自主的な努力を助長して中小企業の成長発

展を図ることの重要性が示された。 

中小企業がかわいそうだからじゃなくて、産業構造の高度化、国際競争力の強化とい

う観点からも中小企業育成することが大事であるということが謳われている。政策目的は、

企業間の生産性の格差を是正する、生産性及び取引条件の向上とし、そのため設備の近代

化、企業規模の適正化という中小企業構造の高度化（適応策）と、もう１つはどうしても

中小企業は不利な立場にあるということで、事業活動の不利の補正、この２つを目標とし

た。 

 

近代化促進法、高度化資金制度 

 旧基本法で具体的にどういう政策がなされたかというと、まず、中小企業近代化促進法

に基づく政策がある。そこでは業種を指定して、近代化計画に基づき貸付が行われた。中
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小企業は資本が足りずに設備投資できないから、設備投資しやすいように支援していくこ

とによって中小企業を近代化させて、生産力の向上を図るというものである。このときの

特徴は業種を指定したことで、業種単位で実態を把握したり、組織化を進めていったりし

た。 

 もう１つの柱は、高度化資金制度である。もともと中小企業は構造的に過小過多である

ということから、事業の共同化、集団化を進める、企業規模の適正化をするということで

事業共同化資金の助成を行った。組合をつくってそこにお金を貸し付けて、高度化事業を

進めていく。そういったことで、中小企業の構造が高度化していった。 

また、下請代金の支払いが遅延しないようにするとか、官公需で中小企業の受注機会

を確保するとかいった不利の是正も行われた。ただ、旧基本法の中では、近代化、高度化

という適応助成政策が中心であった。 

 

地方自治体の施策 

 地方自治体は、旧基本法のもとでは国に準じて施策を展開した。国が方針を決めてそれ

を実行するための執行機関として位置づけられた。 

 

小規模企業への配慮 

 小規模企業へは、企業基盤の劣弱性から、にわかに生産性の向上や取引条件の向上を維

持することは困難であるということで、経営改善普及事業が行われた。商工会議所の経営

指導員が簿記の知識とか経営に必要な知識を普及した。もう１つは小規模企業共済制度で

ある。小規模企業は、家計を維持するための生業的な経営がほとんどであるので、共済制

度を設けた。ただ、中小企業政策の大きな目的の産業構造の高度化とか国際競争力の強化

という観点から見るとちょっと傍流的な政策ということで、積極的な位置づけではなかっ

た。 

 

中小企業の多様化 

旧基本法時代には中小企業はかわいそうな存在という見方になっていたが、それが時

代とともに徐々に変化していき、１９９９年の中小企業基本法の改正となった。新基本法

と呼ばれている。 
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そうした中で中堅企業とかベンチャー企業という概念もできた。１９６１年に中村秀

一郎が『中堅企業論』を発表した。中堅企業とは、中小企業を超えて成長している企業の

ことである。大企業から独立して、資本調達も証券市場等を通じて行え、独自技術や、高

い市場の占有率を持っているといった要件を備えている中小企業を超えた企業という概念

が既に提起されていた。 

また、１９７１年に清成忠男らが『ベンチャービジネス』を発表した。ベンチャー企

業とは、研究開発集約的企業、デザイン開発集約的な企業、創造的な企業ということで、

生産性も低くないし、経営者も専門能力を持って企業家精神にあふれて高収益、高成長し

ている企業である。 

１９７０年代には、日本産業が国際競争力をつけ、家電でも自動車でも輸出できるよ

うになると、そういった高い競争力を支える中小企業も出てきた。そういったことから二

重構造的な見方は薄れてきた。 

経済環境の面でも石油危機等を経験して、必ずしも規模を大きくしてもよくないとい

うふうなことが認識され始めた。８０年代ぐらいをピークに開業率も低下して、製造業の

企業数は、８０年代半ばから減り始める。そうした中で過小過多とかいう見方もされにく

くなってきた。 

環境の面でも、グローバル化が進んでいった。70 年代から 80 年代にはアジアの新興国

が出てきて、90 年代には中国が台頭してくるということで、それらと競合し、中小企業

が打撃を受けるようになった。その一方で大企業はグローバルな生産体制になっていった

ので、昔のように大企業が中小企業の生産性を高めて、そうした中小企業を活用して国際

競争力を高めていくっていうような時代ではなくなった。 

そうなってくると、中小企業は自ら新たな市場を切り開き、地域の雇用を守っていく

といった独自の役割を期待されるようになっていった。 

弱者としての中小企業から、貢献する中小企業、活力ある多数派、そんなふうな見方

に変わってきた。 

そうした中にあって、一律的に中小企業の物的生産性を高めるのではもう通用しない

ような時代になってきた。そこで各企業に自助努力を促していくということで、経営革新、

やる気と能力のある中小企業を支援していろんな市場を自ら切り拓いていってもらおうと、

そういった風潮が出てくるようになる。 
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格差の是正についても結果としての格差は是認され、活力ある独立した中小企業を育

成支援していく方向になった。新基本法では中小企業は、新たな産業の創出、就業機会増

大、市場の競争促進、地域における経済の活性化、そういった面で積極的に位置づけるよ

うになってきた。 

 

個別企業への支援（経営革新１） 

 新基本法では経営革新に重点をおいて取り組んでいる。 

企業が新たな取り組みを都道府県に申請して、その承認を受けた企業はいろんな優遇

が受けられる。経営革新制度である。新たな取り組みというのは新商品の開発とか新しい

サービスの開発とかで、それによって、１人当たりの付加価値額を高めていく。メリット

として、社員の意識が向上してモラールも向上したとか、あとは承認受けたことで、金融

機関とか取引先に対して信用力が増したとか、営業ツールにできるといったメリットが出

ている。 

 

個別企業への支援（経営革新２） 

マツダ紙工業は、東大阪で段ボール箱等を製造している企業。阪神淡路大震災や東日

本大震災が起こったときに、避難所に段ボールを寄附して社会貢献活動をした。津波で被

害を受けた人の子供が勉強するために段ボール製の机「おべんきょうごっこ」も開発した。

そうした中で、段ボール箱に利用者がシールを貼ったり絵で飾ったりできるような「エコ

カワチェスト」を開発する取り組みが経営革新に承認されている。 

豊中の株式会社鯖やでは、八戸とか三陸で捕れる脂ののったサバを「とろさば」と呼

び、ブランド化し、キャラクターづくりをするなどで経営革新を得た。クラウドファンデ

ィングで店舗展開もしている。 

 

小規模企業政策の動向 

 旧基本法のときには、業種ぐるみで支援していたが、新基本法からは個別企業への支援

に変わってきた。小規模企業への施策は、旧基本法の中では小規模企業について１章が設

けられて、そこに中小企業の支援のこと書いてあったが、新基本法ではそういった章では

なくて総則の中の１条として扱われるようになった。旧基本法の中では社会政策的な観点

が押し出されていたが、新基本法では、小規模企業の従業者の生活窮乏と社会面の施策が
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必要なくなったということで、小規模企業への一律の配慮ではなくて、個々の経営資源の

賦存状況に応じて必要な配慮を行うということになっている。 

やる気のある企業を支援することになってくると、どうしても小規模企業が不利にな

ってくる、そんな状況が生じてきたと思われる。 

 

企業数の減少 

 製造業の企業数は１９８０年代半ばまで増えていたが、それ以降減り始めた。１９９０

年から２０００年には３００人以上の大企業が８％減であったのに対して、２０～２９人

の中小企業は２７％減。２０００年から２０１０年まででは、大企業は１.３％減に対し

て、４～２９９人の中小企業は３５.７％減、４人から１９人の小規模企業だと４０％も

減っている。 

そうした中で、２００８年リーマンショックによって、小規模企業のウエートが高い

地方経済はかなり疲弊した。その後２０１１年の東日本大震災起こったということで、小

規模企業への配慮の必要性が幅広く認識されるようになった。 

 

“ちいさな企業”未来会議 

東日本大震災の復興支援の一環で、２０１１年全国商工会連合会の全国大会の中で中

小、小規模企業対策の拡充及び支援体制の強化というスローガンが掲げられて、これを受

けて小規模企業基本法の早期制定が提案された。 

２０１２年には、「“ちいさな”企業未来会議」ができた。中小企業、小規模企業の

若い経営者、女性経営者、地域金融機関、公的支援機関などから幅広い人が集まって、小

規模企業について議論された。そこでの問題意識は、中小企業政策は、中小企業の中でも

比較的大きな企業に焦点が当てられているのではないか、小規模企業にはしっかりと焦点

が当たっていないんじゃないか、支援政策は小規模な企業が活用しやすい制度、運用にな

っていなかったんじゃないか、そういった問題が提起された。 

 

小規模関連３法（１） 

そうした問題意識を受けて、小規模企業活性化法ができた。これは、中小企業基本法

の改正である。基本理念の中に小規模企業の意義等が盛り込まれた。地域における経済の

安定、地域住民の生活の向上及び交流の促進に寄与する、我が国の経済社会の発展に寄与
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する、そういった文言が追加された。小規模企業に対する中小企業施策の方針ということ

で、これまでの配慮規定に加え、その意義を達成するための施策を講じるということが追

記された。基本的な施策としては、海外における事業活動の促進とか、情報通信技術の活

用の促進とか、事業継承のための制度の整備をやっていこうということが追加された。 

 

小規模関連３法（２） 

小規模企業の振興ということで活性化法だけではなく、それを担保するために小規模

企業基本法とか小規模企業支援法も成立した。 

小規模企業基本法のほうは、小規模企業の基本原則ということで、小規模企業、中小

企業の基本理念である成長発展のみならず、安定的な雇用の維持を含む事業の持続的発展

を位置づけた。５年間の基本計画をつくって施策を継続的に進めていこうということが決

められている。もう１つは小規模企業支援法ということで商工会とか、商工会議所を活用

して、そこで小規模企業が事業計画を策定するのを支援して、伴走型の体制を取っていく

ことになった。 

中小企業に関してはいろいろ支援もされてきたが、中小企業内での付加価値、生産性

の格差は、近年また拡がるような状況になっている。中小企業政策を活用する能力のある

個別企業を支援するのはいいが、それがかえって中小企業内での格差を拡大させる可能性

も出てきている。 

小規模企業の支援ということでは、小規模企業の意義を強調するだけでなく、やはり

問題を正しく認識して、小規模企業全体の底上げを図っていくことも必要である。 


